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労働力需給推計（2012年８月）

年齢別労働力率＝該当年齢層の労働力人口（就業者+完全失業者）÷該当年齢層人口×100
・2010年実績値は総務省「労働力調査」・2030年は（独）労働政策研究・研修機構推計

経済成長と労働参加が適切に進むケース

25～ 29歳 
30～ 34歳  
35～ 39歳  
40～ 44歳  
60～ 64歳  
65～ 69歳 
70～ 74歳 
25～ 29歳 
30～ 34歳  
35～ 39歳  
40～ 44歳  
60～ 64歳  
65～ 69歳 
70～ 74歳 

男
　
　
　性

女
　
　
　性

労働力率 労働者数
2010年実績
93.6%
96.0%
97.0%
96.8%
75.8%
48.7%
29.7%
77.1%
67.6%
66.0%
71.4%
45.6%
27.3%
16.0%

2030年推計 
96.3%
97.3%
98.0%
98.0%
91.7%
65.0%
38.9%
84.8%
81.2%
78.6%
79.7%
54.5%
36.4%
23.3%

2010年実績
325万人

391万人

461万人

410万人

346万人

184万人

  95万人

263万人

266万人

304万人

295万人

223万人

116万人

  60万人

2030年推計
271万人

296万人

304万人

318万人

355万人

225万人

121万人

228万人

233万人

229万人

247万人

222万人

137万人

  82万人

会
保
障
制
度
改
革
国
民
会
議
の
報
告
書

が
政
府
へ
提
出
さ
れ
た（
8
月
6
日
）。

2
0
2
5
年
の
実
現
を
目
指
す「
日
本
モ
デ
ル
」

へ
、さ
ま
ざ
ま
な
ハ
ー
ド
ル
が
待
ち
受
け
る
。

人
生
の
始
ま
り
を
力
強
く

　

女
性
30
～
34
歳
で
81
・
2
％
、35
～
39
歳
で
78
・

6
%
、男
性
60
～
64
歳
で
91
・
7
％
、65
～
69
歳
で

65
・
0
％
へ
。

　

こ
れ
は
、2
0
3
0
年
時
点
で
の
労
働
力
率
で

あ
る
。2
0
1
0
年
実
績
と
比
べ
12
〜
16
ポ
イ
ン

ト
も
の
引
き
上
げ
に
な
る（
表
参
照
）。す
で
に
年

金
財
政
の
将
来
推
計
な
ど
は
、こ
の
飛
躍
的
な
労

働
力
率
を
前
提
に
し
て
い
る
。

　

報
告
書
は『
女
性
や
若
者
、高
齢
者
、障
害
者
を

始
め
働
く
意
欲
の
あ
る
す
べ
て
の
人
が
働
け
る

社
会
を
』と
呼
び
か
け
た
。そ
の
難
し
さ
も『
第
一

子
出
産
を
機
に
約
6
割
の
女
性
が
就
労
継
続
を

断
念
』『
と
く
に
中
小
企
業
、非
正
規
は
育
児
休
業

の
取
得
が
難
し
い
』『
親
な
ど
の
介
護
を
理
由
に

離
職
す
る
人
々
が
大
幅
に
増
加
す
る
懸
念
』な
ど

と
指
摘
し
た
。

　

未
曽
有
の
少
子
化
・
労
働
力
の
急
減
、世
界
最

高
の
長
命
化
・
引
退
世
代
の
急
増

に
ど
う
対
処
す
る
の
か
。

　
『
女
性
の
就
業
希
望
者（
3
4
2

万
人
）が
仮
に
希
望
通
り
に
就
業

す
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、（
内
閣

府
の
）
単
純
試
算
で
約
7
兆
円
、

G
D
P
比
で
1
・
5
％
の
付
加
価

値
が
創
造
さ
れ
る
』『
年
金
制
度
の

持
続
可
能
性
を
高
め
る
た
め
に
は
、

年
金
制
度
に
と
っ
て
与
件
で
あ
る

経
済
の
成
長
や
雇
用
の
拡
大
、人

口
減
少
の
緩
和
が
重
要
』―
―
。こ

の
種
の
解
答
は
す
で
に
飽
き
る
ほ

ど
示
さ
れ
て
き
た
。

　

報
告
書
が
あ
え
て「
少
子
化
対

社

「21世紀（2025年）
日本モデル」への課題

国 民 会 議・報 告 書
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剛 

の

syakaihosho
genron



41 健康保険■ 2013.9

策
」を
冒
頭
に
置
い
た
の
は
、す
べ
て
は
、こ
こ
か

ら
始
ま
る
、と
の
危
機
意
識
と
期
待
感
か
ら
だ
。

　

今
回
は
消
費
税
引
き
上
げ
分
の
う
ち
0
・
7
兆

円
が
保
育
分
野
に
投
入
見
込
み
だ
が
、保
育
士
の

待
遇
改
善
な
ど
に
は
0・3
兆
円
の
上
積
み
が
い
る
。

さ
ら
に
先
進
国
最
悪
の
子
ど
も
の
貧
困
率
に
象
徴

さ
れ
る「
貧
困
の
連
鎖
」を
い
か
に
断
ち
切
る
か
、

ま
だ
具
体
的
な
政
策・対
策
は
乏
し
い
。

地
域
ぐ
る
み
の
支
え
合
い

　

世
界
史
上
初
の
超
高
齢
社
会
は
医
療
ニ
ー
ズ

を
膨
張
さ
せ
る
。従
来
の「
病
院
完
結
型
」で
は
到

底
乗
り
切
れ
な
い
。

　

報
告
書
は『
地
域
全
体
で
治
し
、支
え
る
地
域

完
結
型
』へ
の
転
換
を
求
め
た
。つ
ま
り『
医
療
と

介
護
、さ
ら
に
住
ま
い
や
自
立
し
た
生
活
の
支
援

ま
で
切
れ
目
な
く
つ
な
が
る
医
療
』で
あ
る
。

　

こ
の
た
め
病
院
群
を
機
能
別
に
再
編
成
、入
院

期
間
を
短
縮
、病
床
の
回
転
率
を
高
め
、総
病
床

数
を
抑
え
込
む
。『
川
上
に
位
置
す
る
病
床
の
機

能
分
化
』へ
民
間
病
院
を
巻
き
込
む
統
廃
合
や
、

急
性
期
病
院
で
は
医
師
・
看
護
師
の
大
増
員
に
取

り
組
む
。市
町
村
国
保
の
都
道
府
県
移
行
も
、こ

の
医
療
提
供
体
制
の
変
革
を
託
す
た
め
だ
。

　

同
時
に『
退
院
患
者
の
受
け
入
れ
体
制
の
整
備

と
い
う
川
下
の
政
策
』を
進
め
る
。そ
の「
地
域
包

括
ケ
ア
」体
制
の
構
築
は
、『
21
世
紀
型
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
ー
の
再
生
』へ
視
野
を
広
げ
た
。

　

か
か
り
つ
け
医
を
軸
に
す
る
地
域
医
療
、24
時

間
対
応
の
看
護
・
介
護
、住
ま
い
の
確
保
、地
域
の

「
互
助
」な
ど
は
、子
育
て
、障
害
者
、困
窮
者
支
援

の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
も
な
る
。と
り
わ
け
人
口
減

少
地
域
で
は
医
療
・
介
護
資
源
を
集
積
し
た
コ
ン

パ
ク
ト
シ
テ
ィ
ー
化
を
進
め
る
。

「
全
世
代
型
」の
社
会
保
障
へ

　
『
日
本
の
社
会
保
障
の
特
徴
で
あ
っ
た
給
付
は

高
齢
世
代
中
心
、負
担
は
現
役
世
代
中
心
の
構
造

を
見
直
し
て
、給
付
・
負
担
の
両
面
で
世
代
間
・
世

代
内
の
公
平
を
』。

　

も
ち
ろ
ん
年
金
制
度
は
親
の
扶
養
を
、介
護
保

険
は
親
の
介
護
を
、い
ず
れ
も
社
会
化
し
て
現
役

世
代
の
負
担
を
軽
減
し
て
い
る
。ま
た
、日
本
の

給
付
水
準
は
欧
州
主
要
国
に
比
べ
て
高
い
と
は

い
え
な
い
。

　

報
告
書
は
、将
来
世
代
へ
負
担
を
先
送
り
し
な

い
た
め『「
年
齢
別
」か
ら「
負
担
能
力
別
」に
負
担

の
あ
り
方
を
切
り
換
え
、社
会
保
障
・
税
番
号
制

度
も
活
用
し
、資
産
を
含
む
負
担
能
力
に
応
じ
て
』

と
説
い
た
。

　

具
体
的
に
医
療
分
野
で
▽
70
〜
74
歳
の
一
部

負
担
金
を
1
割
か
ら
2
割
へ
▽
保
険
料
賦
課
上

■
宮
武  

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、埼
玉
県
立
大
学
、目
白
大
学
の
教
授
を
経
て
、

目
白
大
学
生
涯
福
祉
研
究
科
・
客
員
教
授
。Ｎ
Ｈ
Ｋ（
Ｅ
テ
レ
）「
福
祉
マ
ガ
ジ
ン
」

編
集
長（
毎
月
、最
終
水
曜
日
午
後
８
時
放
映
）や
Ｎ
Ｐ
Ｏ「
福
祉
フ
ォ
ー
ラ
ム
・

ジ
ャ
パ
ン
」会
長
も
務
め
る
。

限（
国
保
65
万
円
、被
用
者
1
2
1
万
円
）の
引
き

上
げ
▽
高
額
療
養
費
の
限
度
額
を
負
担
能
力
別

に
見
直
し
。介
護
分
野
で
も
▽
高
所
得
者
の
自
己

負
担
引
き
上
げ
▽
施
設
入
所
者
の
補
足
給
付
は

資
産
を
勘
案
し
て
見
直
し
等
が
提
案
さ
れ
た
。

　

消
費
税
引
き
上
げ
を
前
提
と
し
た
改
革
の
う
え
、

自
己
負
担
増
を
と
も
な
う
報
告
書
に
反
発
・
抵
抗

も
当
然
だ
が
、国
の
借
金
は
1
0
0
0
兆
円
を
超

え
、国
債
暴
落
の
危
う
さ
が
つ
き
ま
と
う
。そ
の

渦
中
で
本
来
は「
政
治
」が
説
く
べ
き
覚
悟
を
、有

識
者
構
成
の
会
議
で
肩
代
わ
り
す
る
ほ
ど
財
政

危
機
の
様
相
は
深
い
。

特定非営利活動法人 福祉フォーラム・ジャパン
第1回 全国フォーラム

「暮らしの医療・暮らしの介護を求めて」
＝市民で創る地域包括ケア＝
シンポジウム・オランダの訪問看護・介護
団体代表の講演、各種の分科会

◎日時：	2013年10月6日（日）
	 午前10時～午後6時（受付 午前9時半～）
◎場所：	東京都国立市 一橋大学 国立西キャンパス 本館
◎会費：	福祉フォーラム・ジャパン会員 … 3,000円
	 非会員 … 5,000円
　
下記URLにて詳細確認とお申込みができます。
http://www.ff-japan.org/


